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第 一 条 こ の 省 令 は 、 平 成 二 十 五 年 十 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 計 画 の 届 出 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 二 条 労 働 安 全 衛 生 規 則 第 八 十 六 条 第 一 項 及 び 労 働 安 全 衛 生 法 （ 昭 和 四 十 七 年 法 律 第 五 十 七 号 ） 第

八 十 八 条 第 二 項 に お い て 準 用 す る 同 条 第 一 項 の 規 定 は 、 平 成 二 十 六 年 一 月 一 日 前 に 同 規 則 別 表 第 七

の 十 三 の 項 の 上 欄 に 掲 げ る 機 械 等 で あ っ て 、 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 特 定 化 学 物 質 障 害 予 防 規

則 （ 第 五 条 に お い て 「 新 特 化 則 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 一 項 第 三 号 の 二 に 掲 げ る 物 （ 第 二 条 の 規 定 に よ

る 改 正 前 の 特 定 化 学 物 質 障 害 予 防 規 則 （ 第 四 条 に お い て 「 旧 特 化 則 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 一 項 第 三 号

の 二 に 掲 げ る 物 に 該 当 す る も の を 除 く 。 第 五 条 に お い て 「 一 ・ 二 e ジ ク ロ ロ プ ロ パ ン 等 」 と い う 。 ）

に 係 る も の を 設 置 し 、 若 し く は 移 転 し 、 又 は こ れ ら の 主 要 構 造 部 分 を 変 更 し よ う と す る 場 合 に は 、

適 用 し な い 。

（ 様 式 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 三 条 こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に 提 出 さ れ て い る 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 労 働 安 全 衛 生 規 則 （ 次

条 に お い て 「 旧 安 衛 則 」 と い う 。 ） に 定 め る 様 式 に よ る 申 請 書 は 、 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 労 働

安 全 衛 生 規 則 に 定 め る 相 当 様 式 に よ る 申 請 書 と み な す 。

第 四 条 こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に 存 す る 旧 安 衛 則 又 は 旧 特 化 則 に 定 め る 様 式 に よ る 申 請 書 等 の 用 紙

は 、 当 分 の 間 、 必 要 な 改 定 を し た 上 、 使 用 す る こ と が で き る 。

（ 一 ・ 二 e ジ ク ロ ロ プ ロ パ ン 等 の 製 造 等 に 係 る 設 備 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 五 条 一 ・ 二 e ジ ク ロ ロ プ ロ パ ン 等 を 製 造 し 、 又 は 取 り 扱 う 設 備 で 、 こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に 存 す

る も の に つ い て は 、 平 成 二 十 六 年 九 月 三 十 日 ま で の 間 は 、 新 特 化 則 第 三 十 八 条 の 八 に お い て 準 用 す

る 有 機 溶 剤 中 毒 予 防 規 則 （ 昭 和 四 十 七 年 労 働 省 令 第 三 十 六 号 ） 第 五 条 及 び 第 六 条 の 規 定 は 、 適 用 し

な い 。

（ 罰 則 の 適 用 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 六 条 こ の 省 令 の 施 行 の 日 前 に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

諸 事 項

破産手続開始・破産手続廃止
及び免責許可申立てに関する
意見申述期間

平成２５年（フ）第７６号
茨城県日立市本宮町１丁目３番８号
債務者 結城 秀世
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

水戸地方裁判所日立支部
平成２５年（フ）第８２号
茨城県日立市東大沼町２丁目30番11号
債務者 小野 大介

１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

水戸地方裁判所日立支部
平成２５年（フ）第８４号
茨城県日立市金沢町４丁目19番16`201号、
前住所茨城県日立市小木津町３丁目24番41`

205号
債務者 鈴木 大
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

水戸地方裁判所日立支部

平成２５年（フ）第３５９号
千葉県船橋市夏見３丁目10番24号 ファミー
ルフカミ101号
債務者 櫻井 重信
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

千葉地方裁判所民事第４部破産再生係
平成２５年（フ）第５１６号
千葉県市原市五井東１丁目14番地20

債務者 山口 結花（旧姓村上）
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

千葉地方裁判所民事第４部破産再生係
平成２５年（フ）第５２７号
千葉県船橋市東中山２丁目５番７号
債務者 新屋恵美子（旧姓平戸）
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

千葉地方裁判所民事第４部破産再生係

平成２５年（フ）第５７２号
千葉市緑区土気町1656番地２ 小川タウンハ
ウスＣ`102号
債務者 渡邉 実
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

千葉地方裁判所民事第４部破産再生係
平成２５年（フ）第５７３号
千葉市緑区土気町1656番地２ 小川タウンハ
ウスＣ`102号
債務者 渡邉加代子
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

千葉地方裁判所民事第４部破産再生係

平成２５年（フ）第５３１号
千葉県市川市宮久保３丁目３番３号 さくら
本八幡ハウス202

債務者 刈米邪馬人
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

千葉地方裁判所民事第４部破産再生係

平成２５年（フ）第５５１号
千葉県船橋市西船３丁目６番８号
債務者 野村 則之
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

千葉地方裁判所民事第４部破産再生係
平成２５年（フ）第５５４号
千葉市若葉区東寺山町755番地 県住４棟
40603号
債務者 古田島一喜
１ 決定年月日時 平成25年７月29日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。
４ 免責意見申述期間 平成25年９月27日まで

千葉地方裁判所民事第４部破産再生係
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